











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北 星 論 集（経） 第５３巻 第１号（通巻第６４号）
― 136 ―
た最高裁の立場が，「法律上の親子関係は血縁
上の親子関係とは異なるものであるという民
法の法理への自覚」をもつに至った，という
評価がある（水野紀子「判批」ジュリ１３３２号８８
頁）。しかし，本判決（平成２３年最高裁判決）
にも見られるように，最高裁は依然として，
自然的血縁関係重視の立場を崩しきっていな
いと考えられる。拙稿「平成１８年７月７日判
決を読む－『藁の上からの養子』に対する親
子関係不存在確認請求が権利濫用に当たると
された二つのケース」北星学園大学 経済学部
北星論集５２巻２号３２７頁以下；高橋・ジュリ
１４４０号８７頁を参照。
２２ もっとも，このこと自体，結果的に害するこ
とにはなるが，そう認定できるのかどうかは
難しい。本判決（平成２３年最高裁判決）でも
認められているところだが，不貞行為を配偶
者に対しての不法行為と認めるかどうかにつ
いては，婚姻制度のあり方，その根底にある
意識（所有意識？「私のもの！」），また社会
の現状・意識も含めて，考える必要があるの
ではないかと感じている。前掲・注２も参照。
２３ 常岡・民商１４５巻２号２６１・２６２頁。
２４ 高橋・ジュリ８７頁。
２５ 後藤・高岡法学３０号１１５頁は，監護者・親権者
が，婚姻費用・監護費用を請求できることは，
子の生活や教育に関する重要な権利である，
とする。高橋・ジュリ１４４０号８７頁；棚村・リ
マークス４５号５７頁；二宮「家族法」３４３頁以下
を参照。
２６ 後藤・高岡法学３０号１１５頁。
２７ 深谷松男・判タ５５０号７６頁；常岡・民商１４５巻
２号２６２頁以下；沼邊愛一「未成熟子の養育費
の請求の方法」２５３頁以下；日野原昌「父母間
に養育費批請求の合意がある場合又は養育費
分担についての確定審判がある場合の子から
の扶養請求の可否」（沼邊愛一・太田武男・久
貴忠彦編著「家事審判事件の研究（１）」（１９８８
年）所収）３２６・２３７頁を参照。
２８ 梶村太市他著「家族法実務講義」２０５頁以下
〔榊原富士子〕（２０１３年）；窪田充見「家族法」
１６３・１６４頁（２０１１年）を参照。
２９ 水野紀子「実親子関係と血縁主義に関する一
考察－フランス法を中心に－」（中川吉延他編
著「日本民法学の形成と課題：星野英一先生
古稀祝賀 下」（１９９６年）１１３３頁以下；同「生
殖補助医療を契機に日本実親子関係法をふり
かえる」曹時６１巻５号１４４８頁以下を参照。
３０ 犬伏・速報判例解説 No．５１・２頁；棚村・リ
マークス４５号５７頁；常岡・民商１４５巻２号１１８
頁。
３１ DNA鑑定が進歩・普及することにより，父子
関係の存在・不存在が，かなりの蓋然性をもっ
て明らかになる。親子関係の安定を覆す可能
性をもつ DNA鑑定の安易な実施は厳しく制
限されなければならない。
民法が定める法律上の親子関係と，現実社
会で考えられている親子関係の間には齟齬が
ある。そのどちらに軸足をおくべきなのかは
分からないが，親子関係のあり方を法的にど
う捉えていくのか，について議論を重ねてい
くことが必要であると考える。
法律上の父に対しての監護費用分担請求と権利濫用
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